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第二部　労働運動

XII　人権擁護運動

２　職場の自由と民主主義を守る運動

　一九七九年二月一〇日から三日間、「職場の自由と民主主義を守る中央連絡会議」の主催で、第

三回「職場の自由と民主主義を守る全国交流集会」が静岡県伊東市で開かれた。全国二三都道府

県の電力、金融、金属、造船重機、運輸一般、化学、国鉄、電機などの職場から二〇三名が集ま

り、坂根茂事務局長の基調報告「政治反動、『合理化』の新しい段階と職場の自由と民主主義」のの

ちに、中部電力、石川島播磨、沖電気の職場からの特別報告がおこなわれ、参加者の経験交流の

発言がつづいた。

　坂根事務局長から、職場の自由と民主主義を守る中央連絡会議の決定として「職場の自由と民主

主義を守るための七つのあい言葉」が発表された。これは一九七八年二月の第二回全国交流集会

で事務局長の提案した「七つのあい言葉」をもとに、さらに一年間の運動をふまえて、その内容を豊

富にし、表現を正確にしたものであった。

　代表委員引間博愛氏はこの「七つのあい言葉」について、「職場の自由と民主主義を守る運動の

中心テーマをずばり一言でいいあらわし、その内容の精髄を簡潔にのべたものです」と説明した。そ

れはつぎのとおりである。

【七つのあい言葉】
　一、労働者は労働力は売っても魂と生命は売らない。労働者は人間である。労働者は生産
と社会進歩の担い手であり、その生命と自由は尊重されなければならない。
　二、職場からいっさいの暴力を追放し、労働者の人間としての尊厳を。労働者の人格は尊
重されなければならない。人間の尊厳を冒涜する暴力や「職場八分」は許されない。
　三、思想・信条・良心・表現の自由を守れ。内心の自由と表現の自由は、人間の尊厳の核
心であり、全面的に保障されなければならない。

　四、思想・性別・組合活動などを理由にするいっさいの差別を許すな。差別は基本的

人権を侵害し、人間の連帯を破壊する。差別を武器にして労働者を支配することは許さ

れない。

　五、職場の政治活動の自由を守れ。政治活動の自由は国民の基本的権利である。職場の
政治活動の自由なくして国の民主主義の発展はありえない。
　六、職場の組合活動の自由を守れ。労働者の統一と団結こそが要求を前進させる。労働
者の自主的な組合活動の自由なくして労働組合の階級的、民主的強化はありえない。
　七、すべての職場に憲法を。憲法は国の最高法規であり、職場は治外法権ではない。基本
的人権を保障する日本国憲法はすべての職場に適用される。

　二月一二日には、参加者の報告、討論を集約して、「職場の自由と民主主義を守る運動発展のた

めの提言」を発表した。この提言は、従来の運動の成果を確認したのちに、つぎの五項について、ひ

ろく労働者に訴えている。
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【職場の自由と民主主義を守る運動発展のための提言】
　わたしたちは全国の労働者へ、つぎのように提言する。

　一、沖電気をはじめとする指名解雇を粉砕するための全国的な連帯行動をいっそう大

規模に展開しよう。この指名解雇は生存権までも奪う思想差別であるとともに、労働者

の資本への隷属を強制するものであり、これを粉砕するたたかいは、職場の自由を守る

たたかいの今日の焦点となっている。

　二、石川島播磨をはじめ軍需生産がおこなわれている企業、職場ですすめられているファ
ッショ的な抑圧体制の具体的事実を社会的に告発し、糾弾する行動を組織しよう。

　三、〃減量営経〃の名による首切り、人べらし、過密労働など過酷な「合理化」を人間

の尊厳を破壊するものとして社会的に糾弾し、これと職場の自由擁護のたたかいを結

合させよう。そのために、職場・地域でいろいろな形態の運動を創造的に発展させよう。

　四、一ヵ月後に迫ったいっせい地方選挙を前にして、露骨にすすめられている〃企業

ぐるみ選挙〃を糾弾し、国民主権の試金石である投票の自由を守る運動を全国的につ

よめよう。

　五、有事立法の策動、日米共同作戦態勢の強化、元号法制化、弁護人抜き裁判法のたく
らみなどの政治反動に反対する民主勢力の積極的な統一行動を前進させよう。
　一九七九年二月一二日
　　　　　　　　　　職場の自由と民主主義を守る第三回全国交流集会
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